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1-9 学生生活への配慮 

 

 Ａ群・奨学金その他学生への経済的支援を図るための措置の有効性、適切性 

 

 本研究科は、学生の学業継続を支援するために各種の経済支援制度を設けている。第１は、学生の

経済支援の一環として学生雇員を採用している。学生雇員は、教授の教員補佐をするTAの採用と合同

研究室の学生雇員としての採用である。とくに、外国人留学生に対する経済的支援として、また寄附

講座教員のTAとして３名及び合同研究室の雇員として２名を採用している。 

 第２に、奨学金制度として給付奨学金と貸与奨学金を設けている。給付奨学金は学業成績の最優秀

学生に対して給付される奨学金であり、毎年２名の学生に対して給付している。給付額は年額300,000

円である。一方、貸与奨学金には日本学生支援機構奨学金制度と青山学院万代奨学金制度がある。月

額貸与額は日本学生支援機構が88,000円、万代奨学金が85,000円で、貸与年数はいずれも２年で、修

了後の20年以内に分割返済するものである。2006年度では日本学生支援機構奨学金制度に７名、青山

学院万代奨学金制度に１名が採用された。 

 第３に、2006年度私費外国人留学生29名に対しては、留学生の経済的負担を軽減する「私費留学生

授業料減免制度」があり、授業料の30％相当額の減免措置を講じている。 

 

 

 Ｃ群・学生に対し、研究プロジェクトへの参加を促すための配慮の適切性 

 

 本研究科は、学生に対し研究プロジェクトへの参加を促すために以下のようなプログラムを提供し

ている。 

 １）少人数の学生との集中的な研究セミナーの配置 

 ２）学術フロンティア・センター主催による研究会の開催 

 また、将来的にはグローバルアクションラーニング＆リサーチプログラムを充実させて博士課程の

教員と学生の共同研究体制を確立していく。 

 

 

 Ｃ群・学生に対し、各種論文集及びその他の公的刊行物への執筆を促すための方途の適切性 

 

 本研究科は、学生に対し、各種論文集及びその他の刊行物への執筆を促すために以下のようなプロ

グラムを提供している。 

 １）学生の優秀な研究成果に対する「研究奨励賞」の授与 

 ２）研究成果の「青山マネジメント・レビュー」による公表 

 また、将来的には学生の研究発表の場をさらに充実させていく。 
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 Ａ群・学生の進路選択に関わる指導の適切性 

 

 本研究科は、学生に対する就職指導として、2005年度より春学期５月にプレースメント・セッショ

ンを開設した。５月の毎週水曜日に10:00より17:00までの間を３セッションに分け、本研究科の施設

で企業人事採用担当者と学生との個別面談の機会を設け、学生の就職活動をサポートしている。 

 

 

1-10 管理運営 

 

 Ａ群・大学院研究科の教学上の管理運営組織の活動の適切性 

 Ｂ群・大学院の審議機関（大学院研究科委員会など）と学部教授会との間の相互関係の適切性 

 Ｂ群・大学院の審議機関（同上）の長の選任手続の適切性 

 

 本研究科は、教員の質を維持していくための教授会の運営と支援については、最終的には教授会の

決定に依存している。 

 本研究科の管理運営の責任者は研究科長である。研究科長は教授会での選挙により候補者が選出さ

れ、学校法人理事会によって選任される。任期は２年である。研究科長を補佐する３名の教務主任は、

研究科長の推薦により学長が委嘱し、任期は研究科長と同じ２年である。３名の教務主任の担当は、

ドクター・プログラム担当教務主任、MBAプログラム担当教務主任そしてEMBAプログラム担当教務主任

となっている。 

 教員の給与は学校法人青山学院と青山学院大学教職員組合との交渉で給与体系が整備され、年齢及

び教員歴等で作成されているので、年齢及び教員歴等の条件が同じ場合には教育研究活動の成果に関

係なく一律同額となる場合がある。 

 しかし、本研究科は、教員の担当する科目の履修登録者数に従って授業支援をしている。１コース

の履修登録者数が20名未満の場合には、１コースにつき20,000円、20名以上の場合には50,000円、ま

た、英語講義される場合は50,000円の授業準備補助と履修登録者数に従っての支援をしている。教員

の教材作成の準備支援については国際マネジメント研究科合同研究室配属の学生雇員により行ってい

る。 

 本研究科は、本研究科の運営のために教員に委員会活動の委員を依頼している。教員が委員会活動

に参画することにより研究科のミッションの理解を高め、ミッションの実現の責務を共有している。 

 カリキュラムの開発・改正及び科目担当者の決定等は、研究科長、３名の教務主任そして学術フロ

ンティア・センター長とから構成される「経営執行委員会」で原案が作成され、各専門領域代表者か

ら構成される「経営計画委員会」で調整され、そして専任教員で構成される「教授会」で審議が行わ

れ決定されていく。そして決定事項は各セメスター開始前に開催される専任教員、兼担教員そして兼

任教員から構成される「教員会議」で説明され、教育の質を高める方策についてのオリエンテーショ

ンが実施されている。専任教授会の下には各種専門委員会が設置され、教育の質の確保に係る活動が

行われ、教授会の承認を得て実施されている。 

 本研究科は、「理念・目的」の項目のところで述べた通りミッションを制定した。ミッション・ステ




